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消費生活相談員数(注)
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事業者

消費者庁

国民生活センター
ＰＩＯ－ＮＥＴ（注）

※年間約100万件の相談

 １８８
（消費者ホットライン）

行政処分、法令の制定・改正等

（注）全国の消費生活センター等に寄せられた
消費生活相談情報を収集するシステム

直ちに報告
（重大事故情報）

情報入力

情報提供
研修実施

あっせん

相談窓口の設置状況（注）

主に電話、対面

消費生活相談員数 3,324

うち資格保有
2,672

(80.4%)

うち資格未保有
652

(19.6%)

地域の消費生活センター等
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消費生活相談のイメージ

60

65

70

75

80

85

90

95

100

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

（％）

（年）

（注）国民生活センター等の登録試験機関が
実施する消費生活相談員資格試験の
合格者又はそれと同等以上の専門知識
・技術を持った者

（注）全国の市町村数に対する相談窓口設置市町村数（政令市を除く。）

（2020年4月）



適格消費者団体

認
定

内 閣 総 理 大 臣

内閣府特命担当大臣
（消費者及び食品安全）

～消費者行政の司令塔～
○情報を一元的に集約し、調査・分析
○迅速に発信し、注意喚起
○法制度の企画立案、法執行

消費者庁
消

費

者

事

業

者

国民生活センター
〇支援相談、研修、商品テスト、
情報の収集・分析・提供、広報、ADR等

業所管省庁

情報提供・注意喚起
消費者委員会

建議等

監督等
連携

定員：令和２年度末 370人
予算(一般会計)：令和2年度 119.9億円
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助言・啓発

特定適格消費者団体 被害回復請求

協
力
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消費者行政の仕組み



新たな相談体制の検討 ～SNSを活用した消費生活相談の実証実験～

背景・目的

SNSの利用増加に伴い、
若者を中心に、電話を利用しない傾向有。

若者からの消費生活相談件数は、
減少傾向にある。

成年年齢の引下げ(2022年)により、
18歳~19歳の消費者トラブル増加
も懸念される。

若者の消費生活トラブル防止・救済に向け
た取組の推進が急務となっている。

※PIO-NETに登録された消費生活相談情報及び総務省「人口統計」により作成

年代別人口1万人当たりの消費生活相談件数
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SNSを活用した消費生活相談(SNS相談)を試験的に導入し、
SNS相談導入にあたっての課題や問題点等について検証・検討を行っている。

※総務省情報通信政策研究所「平成30年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書」に基づき作成

コミュニケーションツールの利用状況
(分)
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※相談対応の様子※相談を受け付けるLINEの画面

相談

対応

無料通信アプリ 「LINE」を活用した消費生活相談窓口を試験的に開設し、
消費者トラブル全般の相談を受け付け、対応を行った。

相談者 対応者
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新たな相談体制の検討 ～SNSを活用した消費生活相談の実証実験～
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